開放経済における知的財産保護水準の戦略的決定と経済成長 by 池下 研一郎
開放経済における知的財産保護水準の
戦略的決定と経済成長*



































































































































































































































































d9(U) β(1-α)α~浩 (L-TWO+abp)-CTuO【W+(1- U)α~た 】二二- ∵=二 二
















































































































































































































g - 宇 〈
LJNβN(LN-TN成 +ENaNbp).LJsβS(Ls-TsW呈+Esasbp)



















































































































α一浩 (LNITN鴎 +ENaNbp)-G7NW餌uN+(1-uN)α一浩 】
aNb
(βN+Ps)(1- α)(α~浩 -1)【uN+(1-wN)α~浩 】
aNba e7NUL-1【wN+(1-wN)α~浩 】2




































































































































[15] Yang,G.andK.E.Maskus(2001),.lIntelectual Property Rights,Licensing,and























L . W(1- a)PE(i)
+











D(i)=PE･n(i)等 luα烏 +(1-U))主デ (38)
となる｡(38)およびy(i)-(1-β)FをβlogD(i)+(1-β)logY(t)を代入し整
理すると,毎期の効用フロ-は












































たい｡なおこの論文に関わる研究に対して科学研究費補助金 (基盤研究(軌 課題番号 :
16330048,研究代表者 :大住圭介九州大学経済学研究院教授),金沢大学学長戦略経費
(重点研究経費)『知識資本主義社会における人的資本の形成と管理一知識の生産と知的
財産の保護 ･管理に関する研究-』および金沢大学学長戦略経費 (重点研究経費 :若手
の萌芽的研究)『知的財産権保護と国際的技術移転に関するマクロ動学的研究』による
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援助を受けた｡合わせてここに感謝を示したい｡
1 -万で,Klemperer(1990)やGilbertandShapiro(1990)は,特許の保護期間と同
時に,最適な特許の幅 (breadth)について,静学的なモデルを用いて分析を行ってい
る｡特許の幅とは発明された新製品が,既存の製品の特許を侵害しないために必要と
される製品差別化の程度として定義され,GobandOlivier(2002)においては,政府
が特許保護を行う際の政策変数として内生的成長モデルでも用いられている｡
2 したがってGrossmanandLai(2004)においては,先進国の政府が高い知的財産保
護水準を設定するとき,途上国政府は先進国と比較してより緩やかな保護水準を設定
することになる｡
3 YangandMaskus(2001)およびGlassandSaggi(2002)は先進国と途上国からな
る2国モデルにおいて,知的財産権保護の水準とイノベーションがどのような関係に
あるかを分析したものであり,厚生水準に関しては分析されていない｡
4 よく知られているように,PD(I)は以下のように表される｡
1-α
pD(i,-lLn't'p(3･t,-Tf;dj]~丁
詳細についてはGrossmanandHelpman(1991)を参照せよ｡
5 GrossmanandLai(2004)においては,保護確率同様に,特許保護期間の長さもま
た知的財産保護政策を表す変数として採用されている｡しかし保護期間を直接モデル
に導入すると分析が過度に複雑化する｡したがって本論文においてはモデルの単純化
のために保護期間は無限大であるものと仮定する｡
6 他方で,保護水準があまりにも低いときはイノベーション率はゼロになることが示
される.イノベーション率が正であるような保護水準をWとすると,Wは以下の条件
を満たす｡
dl
bpa-T=言hノ=
(1-α)β(字 .bp)･bp(a-氏 -1)
本論文では,イノベーション率が正であるようなケースについて分析を行う｡
7 家計が海外から借り入れ可能であるかどうかという仮定は本章の分析が定常状態の
みに焦点を当てる限り重要ではない｡なぜなら定常状態においては,両国の利子率は
(両国で共通の)主観的割引率に等しくなるからである｡
8 すなわち特許保護に関する内国民待遇 (nationaltreatment)を仮定している.内国
民待遇はTRIPs協定によって要求される最も基本的な原則の1つであり,TRIPs協定
が締結される以前にすでに多くの国によって実施されている｡Laiandqiu(2003)
およびGrossmanandLai(2004)においても同様の仮定がなされている｡
9 本論文においては, 0時点におけるwiの決定は0時点においてすでに存在してい
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る財についても適用されるものと仮定している｡この仮定はGrossmanandLa主(2004)
とは異なるものであり,現実性を持つものではないが,この仮定をおくことによって
計算の煩雑さを避けることができる｡
10 GrossmanandLai(2004)においては,政策手段として保護確率が保護期間と全く
同じ効果を持つことが示されている｡
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